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示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁

を付して出力・印刷したものであります。

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四

半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書

を末尾に綴じ込んでおります。

　



目 次

頁

【表紙】 ……………………………………………………………………………………………………………………… １

第一部 【企業情報】……………………………………………………………………………………………………… ２

第１ 【企業の概況】…………………………………………………………………………………………………… ２

１ 【主要な経営指標等の推移】………………………………………………………………………………… ２

２ 【事業の内容】………………………………………………………………………………………………… ２

第２ 【事業の状況】…………………………………………………………………………………………………… ３

１ 【事業等のリスク】…………………………………………………………………………………………… ３

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】………………………… ３

３ 【経営上の重要な契約等】…………………………………………………………………………………… ５

第３ 【提出会社の状況】……………………………………………………………………………………………… ６

１ 【株式等の状況】……………………………………………………………………………………………… ６

２ 【役員の状況】………………………………………………………………………………………………… ８

第４ 【経理の状況】…………………………………………………………………………………………………… ９

１ 【四半期連結財務諸表】……………………………………………………………………………………… 10

２ 【その他】……………………………………………………………………………………………………… 19

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】……………………………………………………………………………… 19

四半期レビュー報告書

確認書

　



― 1 ―

【表紙】

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2023年11月６日

【四半期会計期間】 第64期第２四半期(自 2023年７月１日 至 2023年９月30日)

【会社名】 株式会社きもと

【英訳名】 KIMOTO CO., LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役会長兼社長 木本 和伸

【本店の所在の場所】 埼玉県さいたま市中央区鈴谷四丁目６番35号

【電話番号】 050(3154)9000

【事務連絡者氏名】 取締役 管理本部長 山田 資子

【最寄りの連絡場所】 埼玉県さいたま市中央区鈴谷四丁目６番35号

【電話番号】 050(3154)9000

【事務連絡者氏名】 取締役 管理本部長 山田 資子

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

　



― 2 ―

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第63期

第２四半期
連結累計期間

第64期
第２四半期
連結累計期間

第63期

会計期間
自 2022年４月１日
至 2022年９月30日

自 2023年４月１日
至 2023年９月30日

自 2022年４月１日
至 2023年３月31日

売上高 (百万円) 5,826 4,618 9,623

経常利益又は経常損失(△) (百万円) 546 7 △512

親会社株主に帰属する四半期純
利益又は親会社株主に帰属する
四半期(当期)純損失（△）

(百万円) 405 △1 △567

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 653 256 △392

純資産額 (百万円) 18,938 17,811 17,693

総資産額 (百万円) 23,581 22,361 21,560

１株当たり四半期純利益又は１
株当たり四半期(当期)純損失
(△)

(円) 8.64 △0.03 △12.18

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 80.3 79.7 82.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 262 253 △190

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △275 △231 △528

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △376 △139 △576

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 13,773 12,855 12,792

回次
第63期

第２四半期
連結会計期間

第64期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 2022年７月１日
至 2022年９月30日

自 2023年７月１日
至 2023年９月30日

１株当たり四半期純利益 (円) 3.14 4.05

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識し

ている主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更は

ありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

（１）業績の状況

2024年３月期第２四半期連結累計期間は、世界的な景気停滞、そして資材価格等の高騰による消費低迷の影響か

ら大幅に受注量が減少していた状況から、主要取引先の事業活動が回復傾向となりました。その結果、第２四半期

において売上高は第１四半期を上回って推移いたしました。利益面は、IoT関連製品向け高付加価値製品の受注が想

定以上に増加したこと及び資材価格やエネルギーコスト上昇分を販売価格に反映できたことにより期首の業績予想

に比べて大きく改善いたしました。

このような事業環境の中、当第２四半期連結累計期間における売上高は4,618百万円（前年同四半期比20.7％

減）、営業損失は109百万円（前年同四半期の営業利益は411百万円）、経常利益は７百万円（前年同四半期比98.6

％減）、親会社株主に帰属する四半期純損失は1百万円（前年同四半期の親会社株主に帰属する四半期純利益は405

百万円）となりました。

① 売上高 【主な変動要因】

↓↓↓↓↓スマートフォンやタッチパネルインターフェイス製品関連の需要減少な

どの影響により、遮光フィルム、拡散フィルム、粘着フィルム、ハードコ

ートフィルムの売上が前年を下回る。

↑↑↑↑↑連結子会社の瀋陽木本実業有限公司（中国）では、国土交通省の施策で

あるBIM/CIM原則適用に向けた３Ｄ案件の受注が滞ったものの、ソフト開

発の売上やGIS案件の受注増により売上が前年を上回る。

② 営業利益 【主な変動要因】

↓↓↓↓↓高付加価値製品の販売強化、低収益品の統合及び生産業務効率化による

製造原価低減に努めたが、高収益製品の販売が前期比で減少し、減益。

↑↑↑↑↑：増加要因 ↓↓↓↓↓：減少要因

③ トピックス

・資材やエネルギーのコスト上昇分を補うため、販売価格へ反映しました。

・デジタルツイン事業においては、新規顧客獲得のため製造業と建設業向けにＤＸセミナーを開催し、今後も活

動を継続していきます。

・連結子会社のKIMOTO TECH, INC.（米国）では、注力する自動車向け製品においてパートナー企業との協業が始

まり、新規プロジェクトを立ち上げていきます。

・連結子会社のKIMOTO AG（スイス）では、車載ディスプレイ向け高付加価値製品の需要が堅調に推移しました。
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④ 今後の見通し

　今後の見通しとして、車載関連製品や電子部品生産工程用製品などは回復基調にありますが、スマートフォン

を含む電子機器の需要は大きな伸びが期待できないことに加えて、中近東地域での新たな国際紛争の影響を受け

ての原油価格上昇による原材料価格の値上がりなど不透明感が強まっております。

セグメントごとの業績は、次のとおりであります。

① 日本

当第２四半期連結累計期間における売上高は4,040百万円（前年同四半期比20.2％減）、営業利益は4百万円

（同98.8％減）となりました。

② 北米

当第２四半期連結累計期間における売上高は279百万円（前年同四半期比34.9％減）、営業損失は134百万円

（前年同四半期の営業損失は71百万円）となりました。

③ 東アジア

当第２四半期連結累計期間における売上高は2百万円（前年同四半期比480.6％増）、営業損失は9百万円（前年

同四半期の営業損失は6百万円）となりました。

④ 欧州

当第２四半期連結累計期間における売上高は296百万円（前年同四半期比10.9％減）、営業利益は27百万円（同

63.6％減）となりました。

（２）財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末における資産、負債、純資産の状況は以下のとおりであります。

なお、比較増減額はすべて前連結会計年度末を基準にしております。

(資産)

総資産は前連結会計年度末に比べ801百万円増加し、22,361百万円となりました。主な変動要因は、受取手形及

び売掛金の増加553百万円、ソフトウエアの増加185百万円、現金及び預金の増加119百万円、投資有価証券の増加

102百万円、電子記録債権の増加94百万円、建設仮勘定の減少257百万円であります。

(負債)

負債は前連結会計年度末に比べ683百万円増加し、4,550百万円となりました。主な変動要因は、買掛金の増加

353百万円、電子記録債務の増加330百万円であります。

(純資産)

純資産は前連結会計年度末に比べ117百万円増加し、17,811百万円となりました。主な変動要因は、為替換算調

整勘定の増加180百万円、その他有価証券評価差額金の増加71百万円、利益剰余金の減少139百万円であります。こ

れらの結果、自己資本比率は前連結会計年度末に比べ2.4ポイント下降し、79.7％となりました。
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（３）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前年同四半期連結累計期間

に対して6.7％減少し、12,855百万円となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動によるキャッシュ・フローは253百万円の資金の増加(前年同四半期連結累計期間は262百万円の資金の

増加)となりました。主な増加要因として、仕入債務の増加660百万円、減価償却費239百万円があり、主な減少要

因として、売上債権の増加625百万円がありました。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローは231百万円の資金の減少(前年同四半期連結累計期間は275百万円の資金の

減少)となりました。主な増加要因として、定期預金の払戻による収入277百万円があり、主な減少要因として、定

期預金の預入による支出316百万円、有形固定資産の取得による支出160百万円がありました。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローは139百万円の資金の減少(前年同四半期連結累計期間は376百万円の資金の

減少)となりました。減少要因として、配当金の支払額139百万円がありました。

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題について、重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

（５）研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は286百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等は行われておりません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 90,000,000

計 90,000,000

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2023年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2023年11月６日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 54,772,564 54,772,564
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数 100株

計 54,772,564 54,772,564 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

　

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2023年９月30日 ― 54,772,564 ― 3,274 ― 3,163
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(5) 【大株主の状況】

2023年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を除
く。)の総数に
対する所有株式
数の割合(％)

きもと共栄会 埼玉県さいたま市中央区鈴谷４丁目６－35 6,852 14.85

木本 和伸 東京都練馬区 2,424 5.25

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11－３ 2,262 4.90

株式会社精和 東京都練馬区光が丘６丁目１－２ 2,128 4.61

東レ株式会社 東京都中央区日本橋室町２丁目１－１ 2,104 4.56

きもと従業員持株会 埼玉県さいたま市中央区鈴谷４丁目６－35 2,067 4.48

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 1,640 3.55

東京中小企業投資育成株式会社 東京都渋谷区渋谷３丁目29－22 1,484 3.22

泉株式会社 大阪府大阪市北区中之島３丁目３－３ 916 1.98

株式会社日本カストディ銀行
（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８-12 545 1.18

計 ― 22,425 48.59

(注)１. 上記のほか当社所有の自己株式8,622千株があります。

２. 信託銀行等の信託業務に係る株式数については、当社として網羅的に把握することができないため、株主名

簿上の名義での保有株式数を記載しております。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2023年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 8,622,100

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

461,412 ―
46,141,200

単元未満株式 普通株式 9,264 ― ―

発行済株式総数 54,772,564 ― ―

総株主の議決権 ― 461,412 ―

(注)「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が11,200株含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数112個が含まれております。

② 【自己株式等】

2023年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社きもと

埼玉県さいたま市中央区
鈴谷４丁目６－35

8,622,100 － 8,622,100 15.74

計 ― 8,622,100 － 8,622,100 15.74

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」 (2007年内閣府令第

64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2023年７月１日から2023年

９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2023年４月１日から2023年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】
(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2023年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 13,105 13,225

受取手形及び売掛金 1,568 ※ 2,122

電子記録債権 387 ※ 482

商品及び製品 517 571

仕掛品 332 394

原材料及び貯蔵品 445 459

その他 295 207

貸倒引当金 △27 △10

流動資産合計 16,626 17,451

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,056 2,139

機械装置及び運搬具（純額） 482 530

土地 796 796

建設仮勘定 257 -

その他（純額） 87 105

有形固定資産合計 3,681 3,571

無形固定資産

ソフトウエア 57 242

ソフトウエア仮勘定 178 0

その他 20 20

無形固定資産合計 256 264

投資その他の資産

投資有価証券 887 989

繰延税金資産 19 7

その他 92 80

貸倒引当金 △3 △3

投資その他の資産合計 995 1,073

固定資産合計 4,933 4,910

資産合計 21,560 22,361
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2023年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 353 706

電子記録債務 871 ※ 1,201

未払法人税等 34 64

賞与引当金 189 186

その他 381 ※ 371

流動負債合計 1,828 2,530

固定負債

退職給付に係る負債 1,917 1,889

長期預り金 97 97

その他 23 33

固定負債合計 2,038 2,020

負債合計 3,866 4,550

純資産の部

株主資本

資本金 3,274 3,274

資本剰余金 3,427 3,427

利益剰余金 12,738 12,598

自己株式 △2,099 △2,099

株主資本合計 17,340 17,200

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 166 237

為替換算調整勘定 249 429

退職給付に係る調整累計額 △62 △56

その他の包括利益累計額合計 352 610

純資産合計 17,693 17,811

負債純資産合計 21,560 22,361
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(2) 【四半期連結損益及び包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

売上高 5,826 4,618

売上原価 3,932 3,286

売上総利益 1,894 1,332

販売費及び一般管理費 ※ 1,482 ※ 1,441

営業利益又は営業損失（△） 411 △109

営業外収益

受取利息 4 7

受取配当金 14 15

受取手数料 1 2

物品売却益 0 0

為替差益 109 81

その他 7 13

営業外収益合計 137 120

営業外費用

支払補償費 0 3

その他 2 0

営業外費用合計 2 3

経常利益 546 7

特別損失

固定資産廃棄損 0 2

特別損失合計 0 2

税金等調整前四半期純利益 546 4

法人税等 140 6

四半期純利益又は四半期純損失（△） 405 △1

（内訳）

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△）

405 △1

非支配株主に帰属する四半期純利益 - -

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △0 71

為替換算調整勘定 240 180

退職給付に係る調整額 7 6

その他の包括利益合計 247 257

四半期包括利益 653 256

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 653 256

非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 546 4

減価償却費 250 239

貸倒引当金の増減額（△は減少） 5 △18

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 1 △21

賞与引当金の増減額（△は減少） △10 △3

受取利息及び受取配当金 △18 △22

為替差損益（△は益） △74 △65

固定資産除売却損益（△は益） 0 2

売上債権の増減額（△は増加） 415 △625

棚卸資産の増減額（△は増加） △273 △80

仕入債務の増減額（△は減少） △235 660

その他 △79 51

小計 526 123

利息及び配当金の受取額 15 18

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △279 111

営業活動によるキャッシュ・フロー 262 253

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △239 △316

定期預金の払戻による収入 148 277

有形固定資産の取得による支出 △194 △160

有形固定資産の売却による収入 52 -

無形固定資産の売却による収入 72 -

貸付けによる支出 △3 -

貸付金の回収による収入 0 1

その他 △112 △33

投資活動によるキャッシュ・フロー △275 △231

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △188 -

配当金の支払額 △188 △139

財務活動によるキャッシュ・フロー △376 △139

現金及び現金同等物に係る換算差額 236 179

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △153 62

現金及び現金同等物の期首残高 13,926 12,792

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 13,773 ※ 12,855

　



― 14 ―

【注記事項】

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第２四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日 至 2023年９月30日)

（税金費用の計算）

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効

税率を使用する方法によっております。

(四半期連結貸借対照表関係)

※ 四半期連結会計期間末日満期手形、電子記録債権及び電子記録債務の会計処理については、手形交換日又は決

済日をもって決済処理をしております。なお、当四半期連結会計期間の末日が金融機関の休日であったため、次

の四半期連結会計期間末日満期手形、電子記録債権及び電子記録債務が四半期連結会計期間末残高に含まれてお

ります。

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2023年９月30日)

受取手形 －百万円 12百万円

電子記録債権 －百万円 19百万円

電子記録債務 －百万円 289百万円

流動負債の「その他」(営業外電子
記録債務)

－百万円 5百万円

(四半期連結損益及び包括利益計算書関係)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

給料及び手当 476百万円 472百万円

賞与引当金繰入額 73百万円 75百万円

退職給付費用 38百万円 37百万円

研究開発費 298百万円 286百万円

貸倒引当金繰入額 5百万円 △7百万円

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次の

とおりであります。

前第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

現金及び預金 14,101百万円 13,225百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △327百万円 △370百万円

現金及び現金同等物 13,773百万円 12,855百万円
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(株主資本等関係)

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年５月27日
定時株主総会

普通株式 188 4 2022年３月31日 2022年５月30日 利益剰余金

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年10月25日
取締役会

普通株式 139 3 2022年９月30日 2022年11月21日 利益剰余金

　３．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、当第２四半期連結累計期間において、2022年７月28日開催の取締役会決議に基づき、自己株式を

746,100株、金額188百万円で取得いたしました。

　この結果、当第２四半期連結会計期間末における自己株式は8,368,218株となっております。

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 2023年４月１日 至 2023年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年５月31日
定時株主総会

普通株式 138 3 2023年３月31日 2023年６月1日 利益剰余金

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年10月30日
取締役会

普通株式 138 3 2023年９月30日 2023年11月20日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 2022年４月１日 至 2022年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結
損益及び包
括利益計算
書計上額
(注)２

日本 北米 東アジア 欧州 計

売上高

外部顧客への売上高 5,064 429 0 332 5,826 － 5,826

セグメント間の内部売上高
又は振替高

355 10 72 1 439 △439 －

計 5,419 439 72 334 6,266 △439 5,826

セグメント利益又は損失(△) 413 △71 △6 75 410 1 411

(注)１．セグメント利益又は損失の調整額は、主に棚卸資産の調整額△11百万円、セグメント間取引消去12百万円

であります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っております。

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 2023年４月１日 至 2023年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結
損益及び包
括利益計算
書計上額
(注)２

日本 北米 東アジア 欧州 計

売上高

外部顧客への売上高 4,040 279 2 296 4,618 － 4,618

セグメント間の内部売上高
又は振替高

267 4 74 1 348 △348 －

計 4,307 284 76 298 4,967 △348 4,618

セグメント利益又は損失(△) 4 △134 △9 27 △111 1 △109

(注)１．セグメント利益又は損失の調整額は、主に未実現利益の消去△8百万円、セグメント間取引消去10百万円

であります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業損失と調整を行っております。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前第２四半期連結累計期間（自 2022年４月１日 至 2022年９月30日）

財又はサービスの種類別に分解した顧客との契約から生じる収益は以下のとおりであります。

(単位：百万円)

報告セグメント

日本 北米 東アジア 欧州 計

フィルム 4,724 429 － 332 5,487

デジタルツイン 154 － 0 － 155

コンサルティング 10 － － － 10

その他 174 － － － 174

計 5,064 429 0 332 5,826

収益認識の時期別に分解した顧客との契約から生じる収益は以下のとおりであります。

(単位：百万円)

報告セグメント

日本 北米 東アジア 欧州 計

一時点で移転される
財

5,052 429 0 332 5,814

一定期間にわたり移
転されるサービス

12 － － － 12

計 5,064 429 0 332 5,826

各セグメントの収益の分解情報とセグメント情報に記載した「外部顧客への売上高」との関係は以下

のとおりであります。

(単位：百万円)

報告セグメント

日本 北米 東アジア 欧州 計

顧客との契約から生
じる収益

5,064 429 0 332 5,826

その他の収益 － － － － －

外部顧客への売上高 5,064 429 0 332 5,826
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当第２四半期連結累計期間（自 2023年４月１日 至 2023年９月30日）

財又はサービスの種類別に分解した顧客との契約から生じる収益は以下のとおりであります。

(単位：百万円)

報告セグメント

日本 北米 東アジア 欧州 計

フィルム 3,727 279 － 296 4,304

デジタルツイン 159 － 2 － 162

コンサルティング 3 － － － 3

その他 149 － － － 149

計 4,040 279 2 296 4,618

収益認識の時期別に分解した顧客との契約から生じる収益は以下のとおりであります。

(単位：百万円)

報告セグメント

日本 北米 東アジア 欧州 計

一時点で移転される
財

4,033 279 2 296 4,612

一定期間にわたり移
転されるサービス

6 － － － 6

計 4,040 279 2 296 4,618

各セグメントの収益の分解情報とセグメント情報に記載した「外部顧客への売上高」との関係は以下

のとおりであります。

(単位：百万円)

報告セグメント

日本 北米 東アジア 欧州 計

顧客との契約から生
じる収益

4,040 279 2 296 4,618

その他の収益 － － － － －

外部顧客への売上高 4,040 279 2 296 4,618
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

１株当たり四半期純利益
又は１株当たり四半期純損失（△）

8円64銭 △0円03銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益
又は親会社株主に帰属する四半期純損失（△）
(百万円)

405 △1

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益
又は親会社株主に帰属する四半期純損失（△）
(百万円)

405 △1

普通株式の期中平均株式数(株) 46,957,029 46,150,406

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ 【その他】

第64期(2023年４月１日から2024年３月31日まで)中間配当につきましては、2023年10月30日開催の取締役会にお

いて、2023年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議

いたしました。

① 配当金の総額 138,451,218円

② １株当たりの金額 ３円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2023年11月20日

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

　



独立監査人の四半期レビュー報告書

2023年11月１日

株式会社きもと

取締役会 御中

太陽有限責任監査法人

東京事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 本 間 洋 一 印

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 石 川 資 樹 印

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社きもと

の2023年４月１日から2024年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(2023年７月１日から2023年９月30

日まで)及び第２四半期連結累計期間(2023年４月１日から2023年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、

四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について

四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社きもと及び連結子会社の2023年９月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

　



・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュ

ー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないか

どうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書におい

て四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項

が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査

人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企

業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財

務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じ

させる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

　

以 上

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

　



【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2023年11月６日

【会社名】 株式会社きもと

【英訳名】 KIMOTO CO., LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役会長兼社長 木本 和伸

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 埼玉県さいたま市中央区鈴谷四丁目６番35号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

　



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役会長兼社長 木本 和伸は、当社の第64期第２四半期（自 2023年７月１日 至 2023年９月30

日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。

　




